
令和８年度森林経営管理法に基づく公表を希望する民間事業者の公募要領 

 

１ 目的  

 本県における森林経営管理法（平成３０年６月１日法律第３５号）第３６条及び第４４

条の規定による民間事業者の公募について、森林経営管理法に基づく公表を希望する民間

事業者の公表要領（以下「公表要領」という。）第３第２項の規定に基づき公募要領を定め

るもの。 

 

２ 公募期間  

  第１回目 

令和８年６月１日（月）から令和８年６月３０日（火）まで 

  第２回目 

   令和８年１０月１日（木）から令和８年１０月３０日（金）まで 

 

３ 応募資格  

  林業に関する民間事業者（森林組合、会社及び個人経営等） 

※自己又は他人の保有する森林において、事業主自身若しくは直接雇用している現場作

業職員により又は他者への請負により、造林、保育及び素材生産等の林業生産活動を行

っている民間事業者（組織形態は問わない）かつ、適合基準を満たしているもの。 

（別紙１） 

 

４ 提出資料  

  公表要領に基づく以下の資料 

（１）応募申請書（様式第１号） 

（２）基本情報（様式第１号の１） 

（３）経営管理に関する情報（様式第１号の２） 

（４）経営状況の概要（様式第１号の３） 

（５）経営診断申込書（様式第１号の４） 

（６）経営目標設定シート（様式第１号の５） 

（７）添付書類（様式第１号添付書類一覧により該当する書類） 

 

５ 提出先  

次のうち、所轄の地方振興事務所 

 （１）大河原地方振興事務所 林業振興部 

 （２）仙台地方振興事務所 林業振興部 

 （３）北部地方振興事務所 林業振興部 

 （４）東部地方振興事務所 林業振興部 

 （５）気仙沼地方振興事務所 林業振興部 

 

 



６ 公表の時期  

  第１回目 

令和８年９月上旬頃 

  第２回目 

   令和８年１２月下旬頃 

 

７ 公表方法  

宮城県水産林政部林業振興課のホームページに掲載する。 

  経営管理実施権の設定を受けることを希望する民間事業者名簿（別紙２） 

 

８ 問合せ先  

宮城県水産林政部林業振興課企画推進班 

  電話 ０２２－２１１－２９１１ 

大河原地方振興事務所 林業振興部 電話 0224-53-3249 

仙台地方振興事務所 林業振興部 電話 022-275-9252 

北部地方振興事務所 林業振興部 電話 0229-91-0719 

東部地方振興事務所 林業振興部 電話 0225-95-1436 

気仙沼地方振興事務所 林業振興部 電話 0226-24-2535 

 

９ その他 

  森林経営管理制度については、林野庁ホームページ及び当該ホームページのリンクファ

イル「森林経営管理制度のパンフレット」等を御覧ください。 

林野庁ホームページ URL

「https://www.rinya.maff.go.jp/j/keikaku/keieikanri/sinrinkeieikanriseido.html」 

https://www.rinya.maff.go.jp/j/keikaku/keieikanri/sinrinkeieikanriseido.html

